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２ 平成２４年度重点施策

計 ２４，５２３百万円

(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化） ５，４５９百万円

① 地域経済循環システムの構築 ５６９百万円

② 地域産業の振興・雇用の確保 １，７３８百万円

③ 将来の産業展開に向けた取組 ３，１５３百万円

(2) 安全・安心なくらしづくり（地域連携・交流の推進） １８，８０５百万円

① 東日本大震災等を踏まえた防災力の向上 １４，６８２百万円

ア 地域における防災力の向上 （１，１５１百万円）

イ 災害に強い県土づくりの推進 （１３，５３１百万円）

② 連携・交流による地域の活性化 ２０６百万円

③ 地域医療の確保 ３，９１８百万円

(3) 地域を支える人財づくり（地域の絆の強化） ２５９百万円

① 地域における教育力の向上 １３１百万円

② 子育て・子育ちを応援する環境づくり ２３百万円

③ 自殺や高齢者等の孤立化の防止 １０５百万円

※ 各項目の予算額及び合計額は、百万円未満を四捨五入しているため、各項目の予算額を合計

したものと合計額とは一致しない。

2 平成24年度重点施策（概要）



- 20 -

(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化） ５，４５９百万円

長引く景気低迷に加え、口蹄疫や東日本大震災等の影響により、本県経済は厳しい

状況が続いています。

このため、広い意味での地産地消の推進により地域経済循環システムの構築を進め

るとともに、地域産業の振興や雇用の確保、さらには、アジア市場を見据えた新たな

取組等将来の産業展開に向けた取組を推進し、地域経済の活性化を図ります。

① 地域経済循環システムの構築 ５６９百万円

○新「みやざき元気！"地産地消"県民運動」推進事業 ６百万円

○新地域鉄道活性化支援事業 ４

○新「中山間地域をみんなで支える県民運動（仮称）」推進事業 １１

○新宮崎発ソーラーエネルギー実証モデル推進事業 １１

○改太陽光発電システム導入促進事業 １５０

○改住宅用太陽光発電システム融資制度 ２５０

○新新エネルギービジョン策定事業 ７

○新森林バイオマス流通効率化事業 ４

○改みやざきスギの家づくり活動支援事業 １２

○改みやざきスギ新築・リフォーム支援事業 ５

○改木のある生活づくり推進事業 １９

○改森の恵み消費拡大推進事業 ４

○新宮崎を知ろう！１００万泊県内観光活性化事業 ３３

○改元気なみやざきの食育・地産地消推進事業 １３

○新小水力発電等農村地域導入支援事業 ３５

○新「みやざき瞬間グルメ」開発事業 １

○改県産木材等を活かした宮崎らしい多自然川づくり事業 ４

② 地域産業の振興・雇用の確保 １，７３８百万円

○改地域資源活用！新事業活動支援事業 ３８百万円

○新出会い応援！県内就職サポート事業 ３７

○改「花旅みやざき」プロジェクト推進事業 ６

○改宮崎恋旅プロジェクト推進事業 １０

○改波旅プロジェクト推進事業 ３

○新古事記編さん１３００年記念「日向神話旅」推進事業 １０

○改「オールみやざき営業チーム」活動強化事業 ４３

○新中山間地域産業振興センター（仮称）設置事業 １０

○新県営林適正管理事業 ８６

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新低コスト林業新作業システム構築事業 ３

○新林業技術者・技能者育成加速化事業 １２

○改基幹林業作業士養成事業 ６

○新コンテナ苗利用・生産促進事業 １

○改森林の仕事担い手確保促進事業 ２２
も り

○新中核となる認定林業事業体育成事業 １６

○新儲かる農業を支える「みやざきブランド力」強化対策事業 １２

○新卸売市場による産地育成推進事業 ５

○新新規就農者育成・確保強化事業 ８８９

○新優良農地継承・フル活用推進対策事業 ２２３

○新畑かんで進める地域農業再生事業 ２６

○改農商工連携による多様な水産物販売モデル育成事業 ３

○新漁業経営安定対策資金 ２５０

○新日本一のチョウザメ産地形成促進事業 ２

○改「みやざき地頭鶏」販売力強化事業 １７

○新油津港利用促進支援事業 ７

③ 将来の産業展開に向けた取組 ３，１５３百万円

○改東九州メディカルバレー構想 医療機器産業拠点づくり事業 ９百万円

○改ソーラー・半導体関連産業集積促進事業 ７

○新食品産業新事業創出促進事業 ８

○新ものづくり海外販路開拓支援事業 ９

○新ＩＣＴスペシャリスト養成事業 ２

○新ＩＣＴ即戦力養成事業 ８３

○改コールセンター人材養成強化事業 ６

○東九州自動車道整備促進 ２，３４４

○改宮崎県物流効率化支援事業 ２５

○細島港整備事業（多目的国際ターミナルふ頭整備） ３００

○細島港整備事業（コンテナターミナル整備） ３００

○新「チームみやざきスギ」県外セールス強化事業 １２

○新みやざき材東アジア輸出促進事業 ５

○新口蹄疫復興・海外輸出体制構築モデル事業 ９

○新目指せ６次化！みやざき未来農業創出事業 ３５

※ 各事業の予算額及び各項目の合計額は、百万円未満を四捨五入しているため、各事業の予算

額の合計額と各項目の合計額とは一致しない。
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① 地域経済循環システムの構築

○新「みやざき元気！“地産地消”県民運動」推進事業（総合政策課） ６百万円
「知る、使う、広げる」を基本理念として「みやざき元気！“地産地消”県民運動」を

展開し、本県農林水産物の消費拡大や県産材の利用、県産品の購入促進など広い意味での

地産地消について、県内の消費需要等の喚起・拡大による本県経済の活性化を図る。

○新地域鉄道活性化支援事業（総合交通課） ４百万円
吉都線開業１００周年記念事業や日南線観光列車「海幸山幸」の平日臨時運行及び「海幸山

幸」を活用した日南線活性化事業への支援を行うことにより、県内鉄道の活性化を図る。

(1) 吉都線開業１００周年記念事業を実施する団体に対する補助

(2) 「海幸山幸」の平日臨時運行支援事業を行う団体に対する補助

(3) 駅での特産品販売や沿線環境美化など「海幸山幸」を活用した日南線活性化事業を行う沿

線自治体に対する補助

観光列車「海幸山幸」 飫肥駅での特産品販売

企業等
収益の

増

県内には様々な資源や素材、技術や製品、観光の魅力
などがある。

まず、地域の良さを知ることが必要。
知る

実際に県産素材や製品を使う、あるいは、県内観光する
などの取組を推進する。

生産者等は、それをきっかけに、県産品や地域資源を更
に磨き上げ、地域の強みや良さを伸ばしていくことが重要。

使う

地域の良さを知り、実感したら、それを周りの人に伝え、
そして県外にも発信し、県民運動の輪を広げていく。広げる

県民・事業者
県内の生産物・製品・

サービスの消費・利用

事業者
良質で安全・安心な

生産物・製品・サービ
スの供給

雇用
の増

消費
の増

県内
浸透

基本理念

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新「中山間地域をみんなで支える県民運動（仮称）」推進事業
（中山間・地域政策課）１１百万円

中山間地域の重要性を広く県民にＰＲし、中山間地域と都市住民との交流や中山間地域の経

済活性化を促進するなど、「中山間地域をみんなで支える県民運動(仮称)」を展開することに

より、「宮崎県中山間地域振興計画」の目標である持続可能な中山間地域づくりを目指す。

(1) 中山間地域広報・啓発事業

・小冊子及び映像「中山間地域を知ろう」を作成し、学校等での啓発に活用

・中山間地域応援月間の広報（テレビＣＭ・新聞広告）

・中山間地域振興シンポジウム（講演、事例発表会等）の開催

・施設連携によるスタンプラリーの実施

(2) 中山間地域振興協議会(仮称)設置・運営事業

県の出先機関や市町村、関係団体等で構成する中山間地域振興協議会（仮称）を設置し、

県内各地域の意見の聴取や施策への反映、県民運動の展開等を図る。

(3) 中山間地域体験ツアー企画事業

「宮崎を知ろう！１００万泊県民運動」の一環として中山間地域の魅力を体験するモニタ

ーツアーの企画等を実施する。

【県民運動イメージ図】

○ 県民運動の推進体制

○ 運動展開のイメージ

みやざき元気！“地産地消”県民運動

県民運動の展開
中山間地域の役割についての

認識・共有
中山間地域と都市部との

交流・連携
中山間地域の

経済活性化への支援

連携・協働

県民

団体・企業

県

ＮＰＯ等

市町村

「みやざき元気！」推進会議

連携

中山間地域対策推進本部会議

各地域中山間地域振興協議会（仮称）
① 地域住民からの意見聴取及び地域の課題についての整理
② ①を踏まえた本部会議への報告・提案
③ 中山間地域をみんなで支える県民運動（仮称）の推進
④ 構成員の県民運動実践状況報告等

・中山間地域に関する広報・啓発
・地域資源を生かした商品開発支援・ＰＲ
・自然や伝統行事等の活用促進
・集落活動への支援
・中山間地域と都市部との交流促進
・医療・福祉、防災、地域交通等における地域
の連携促進

・中山間地域に関する学校での啓発や中山間地
域での活動等への参加

行政（県、市町村）の取組例

・中山間地域への理解
・地域資源を生かした商品開発・ＰＲ
・中山間地域の農林水産物や地域資源を生かした
商品の購入

・中山間地域での（宿泊）研修・旅行
・中山間地域での集落活動への参加
・中山間地域でのイベント等開催
・医療・福祉、防災、地域交通等における地域の
連携への協力・参加

・地域づくり活動への支援

民間（県民、団体・企業、ＮＰＯ等）の取組例

中山間地域をみんなで支える県民運動（仮称）

報告・提案

※ 「中山間地域をみんなで支える県民運動（仮称）」は「みやざき元気！“地産地消”県民運動」の一環として実施

中山間地域をみんなで支える県民運動（仮称）

推進

推進

～ 宮崎の魅力を「知ろう・使おう・広げよう」 ～
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○新宮崎発ソーラーエネルギー実証モデル推進事業（総合政策課） １１百万円
豊富な地域資源である太陽光・太陽熱等を利用した省エネ＋新エネ導入に関するモデル的な

取組を実施し、地域におけるエネルギーの地産地消を推進する。

(1) モデル事業の実施（補助率 １／２以内）

太陽エネルギーを活用した省エネ及び新エネ導入のモデル的な実証事業を公募する。

(2) エネルギーの地産地消のあり方の検討

(1)の実証モデルを検証しながら、産業分野や非常時電源の可能性等、エネルギーの地産

地消の検討を行う。

○改太陽光発電システム導入促進事業（環境森林課） １５０百万円
住宅用太陽光発電システムの導入に対して補助することにより、家庭レベルにおける太陽光

エネルギーの普及拡大及び低炭素社会の実現を図る。

［制度の概要］

・対 象 者 県内住宅に太陽光発電システムを設置する者

・補助対象経費 住宅用太陽光発電システムの設置に要する経費

・補 助 金 額 太陽光発電システム１kW当たり２万円（上限６万円）

※県産材を活用した新築木造住宅に太陽光発電シス

テムを設置する場合及び県内の工場で生産された太陽光パネルを設置す

る場合には、それぞれ上限額を２万円増額する。

○改住宅用太陽光発電システム融資制度（環境森林課） ２５０百万円
住宅用太陽光発電システムの設置に対し低利の融資を行うことにより、太陽光発電の普及を

促進し、家庭レベルにおける太陽光エネルギーの普及拡大及び低炭素社会の実現を図る。

［制度の概要］

・資 金 使 途 県内住宅に設置する住宅用太陽光発電システムの購入及び設置に要する費用

・融資限度額 ３００万円

・融 資 利 率 １．９％（別途保証料１．０％が必要）

・融 資 期 間 １５年以内

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）
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○新新エネルギービジョン策定事業（環境森林課） ７百万円
東日本大震災以降の新エネルギーを取り巻く情勢の変化等に対応し、より有効な新エネルギ

ー施策を展開するため、本県の新エネルギー行政の基本計画である「宮崎県新エネルギービジ

ョン」を見直し、今後１０年間を見据えた新たな「新エネルギービジョン」を策定する。

○新森林バイオマス流通効率化事業（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室）
４百万円

林地残材の安定供給や加工利用体制の確立に向け、効率的な収集や工夫改善の取組を支援するととも

に、発熱量の高い木質チップの製造に向けた試験研究に取り組み、林地残材の木質燃料としての利活用

を促進する。

(1) モデル的取組支援事業（補助率 定額）

木質バイオマス利用推進協議会に対して、収集運搬事業体や加工事業体が行う林地残材の効率的な

収集によるコスト削減や加工利用に関する工夫改善のモデル的取組を支援する。

(2) 森林バイオマス利用技術確立事業

木材利用技術センターにおいて、林地残材、木質チップの低含水率化に向けた試験研究を行う。

林地残材を集積する中間土場の設置

移動式破砕機とフックロール車を使用した収集運搬 木質チップの低含水率化に向けた簡易試験

現ビジョンの
評価等

県民・事業者
アンケート

新エネビジョン
策定委員会運営

新たな

「新エネルギー

ビジョン」

新エネルギーの
普及促進

地域の

活性化

産業の振興

低炭素社会の

推進

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改みやざきスギの家づくり活動支援事業
（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室）１２百万円

産直団体等の県産材を積極的に活用する団体による見学会、勉強会の開催や木材業界と住宅

業界の連携グループによる家づくりの取組に対し支援を行うことにより、県産材活用住宅の建

設を促進し、県産材の需要拡大を図る。

(1) みやざきスギ活用の家モデル事業（補助率 １／３）

① 県産材活用住宅のＰＲ

消費者等向けの見学会、勉強会開催等

② 県産材活用住宅づくり支援

みやざきスギを活用する家づくりへの取組に対する支援

大径材等をふんだんに使用したみやざきスギ活用の家

(2) みやざきスギ活用の家促進事業（補助率 定額）

① (1)の取組を行うグループ等の公募及び指導等の実施

② 工務店等に対し、技術力向上のためのセミナー開催

○改みやざきスギ新築・リフォーム支援事業
（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室） ５百万円

民間住宅の新設及び増改築等に使用する県産材の購入経費の一部を助成することにより、安

全で安心できる木造住宅の建築を促進し、県産材の需要拡大を図る。

(1) 「みやざきスギ」の家づくり講習会等の開催

設計士等を講師とし、県産材活用の優位性や魅力をＰＲする講習会の開催

(2) 県産材購入経費の助成（補助率 定額）

県産材を使った新築（３０戸分）や増改築等（２０戸分）に対する助成

家づくり講習会
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改木のある生活づくり推進事業（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室）
１９百万円

木材利用の波及効果の高い木造公共施設の整備を支援することにより、県産材の利用拡大を

通じた林業の振興と地域の活性化を図る。

(1) 県産材を多用し、経済性に優れた施設の建築等に対する支援（補助率 １／３）

(2) 公共建築物の木造化、木質化に対する助成（補助率 １／２）

施設の木造化 内装の木質化

○改森の恵み消費拡大推進事業（山村・木材振興課） ４百万円
乾しいたけ産地表示の適正化の徹底や、しいたけ料理コンクール及び小学生を対象とした食

育講座の実施により県産乾しいたけの信頼性の確保や消費拡大を図るとともに、新たな特用林

産物の特産品化に向けた取組等への支援を行い、中山間地域の所得向上を図る。

(1) 産地表示適正化事業

産地表示適正化研修会の開催や産地表示調査及び判別検査等の実施

(2) 特用林産物消費拡大事業

しいたけ料理コンクールや「森の恵みフェスタ」の開催及び小学生を対象とした食育講座

等の実施

(3) 新たな特産品販路拡大モデル事業（補助率 １／２）

新たな特用林産物の特産品化及び消費・販路拡大に向けた取組への支援

乾しいたけ産地表示適正化研修会 しいたけ料理コンクール
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新宮崎を知ろう！１００万泊県内観光活性化事業（観光推進課） ３３百万円
地域資源を生かした体験・滞在型観光の広域化・ビジネス化に取り組む市町村や観光協会及

び地元旅行業者等を支援するとともに、観光情報の発信機能を強化することにより、本県観光

の魅力アップと観光客の滞在時間延長を図る。

(1) 広域観光連携促進のための専門家派遣事業

広域観光に取り組む意欲のある複数の市町村、観光協会等による広域観光推進のための会

合や研修会に対し、観光分野の専門家を派遣して各地域の相互理解と広域観光の活性化を図

る。

(2) 県内旅行商品開発促進事業

県内周遊の旅行商品の造成に取り組む地元旅行業者を支援するとともに、地元旅行業者と

地元団体との連携を推進し、県内旅行商品の充実化を図る。

① 地元旅行業者向けの旅行商品化セミナーの開催

② 県内旅行商品コンクールの実施

③ 県内旅行商品造成支援

(3) 体験・滞在型観光情報発信事業

① スマートフォン利用者向け観光情報配信サービス

スマートフォンを利用する観光客向けに、周遊や滞在を促すための街歩き観光ナビゲー

ションサービス等を開発・提供する。

② 体験型観光情報ガイドブック

最新の体験スポットや農家レストラン等の情報を県内から広く収集し、県内の体験型観

光情報や滞在モデルプラン等を網羅したガイドブックを作成する。

(4) 観光資源発掘及び情報提供事業

県内各地の観光資源の掘り起こしや磨き上げの取組を取材し、県民に対して情報提供を行

う。

中山間地域と都市部との交流拡大

観光客の滞在時間延長
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改元気なみやざきの食育・地産地消推進事業（営農支援課） １３百万円
「宮崎県食育・地産地消推進計画」の着実な実践により、県民の農業・農村に対する理解を

醸成し、「食」と「農」の絆づくりを推進するとともに、安全・安心なみやざき産食材の消費

拡大に向けた連携体制の構築や食資源を生かした「しゅんかんグルメ」の取組展開等により、

県内消費需要の喚起・拡大を図り、地域経済循環システムとしての地産地消を推進する。

(1) いただきますからはじめよう「食」と「農」の絆づくり推進事業

① 地域活動定着化促進事業

② みやざきモデル食育・地産地消実践事業

(2) 「しゅんかんグルメ」再発見！宮崎の食育・地産地消推進事業

① 地場産物消費拡大推進事業

② 「しゅんかんグルメ」総合プロモーション事業
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新小水力発電等農村地域導入支援事業（農村整備課） ３５百万円
農業用水を利用した小水力発電や太陽光発電等は、有効な自然エネルギーとして地域活性化

への期待が高まっており、民間企業、大学、ＮＰＯ、企業局等のノウハウの導入や連携を図り

つつ、農村地域の再生可能エネルギー利用促進に向けた支援を行う。

(1) 事業期間

平成２４年度～平成２８年度

(2) 事業主体

県、市町村、土地改良区等

(3) 事業内容

① 小水力等農業水利施設利活用促進事業（補助率 国定額・国1/2、県1/5）

売電等による土地改良区等の維持管理費の軽減等を図るため、協議調整・導入支援・概

略設計、基本設計作成に対し調査費等を補助

② 小水力発電等農村地域導入支援事業（補助率 県5.5/10～1/2）

街灯や鳥獣害防止の電気柵等への利用など地域活性化を図るため、調査費及び施設整備

費等を補助
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新「みやざき瞬間グルメ」開発事業（水産政策課） １百万円
鮮度低下が早い等の理由で地元中心に消費される水産食材を活用した料理を「瞬間グルメ」

と位置づけ、商工業者・団体と連携し、その情報発信や普及により水産物の消費拡大と付加価

値向上を図る。

(1) 瞬間グルメ情報発信事業

瞬間グルメの素材候補を発掘し、その素材を活用した料理を開発した上で、料理店等に広

く情報を発信する。

(2) 瞬間グルメ普及事業

瞬間グルメのメニュー化に取り組む料理店に対して活動費を助成する。

○改県産木材等を活かした宮崎らしい多自然川づくり事業（河川課） ４百万円
県産木材等を生かした河川工法による多自然川づくりを推進することにより、間伐材等の県

産材活用を促進し、宮崎の豊かな森林環境及び河川環境の保全を図る。

木材等を生かした河川伝統工法（水制工）

木材等を生かした河川伝統工法（護岸工）
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

② 地域産業の振興・雇用の確保

○改地域資源活用！新事業活動支援事業（工業支援課） ３８百万円
地域資源の活用による新規創業や中小企業の新事業展開を支援するため、総合相談対応や専

門家派遣等による新商品開発の促進、農商工連携で開発された製品に対する求評会等の開催に

よる販路開拓を行う。

(1) 地域資源活用等促進事業

① 総合相談窓口運営事業

地域の素材・アイデア・ノウハウ・技術力等の資源を活用した新規創業や中小企業の新

事業展開を支援するために、(財)宮崎県産業支援財団のコーディネーターが幅広い相談に

対応する相談窓口を運営する。

② 新事業活動支援事業

中小企業の課題解決を図る専門家派遣、個人起業家やベンチャー企業等の事業計画を広

く周知する「ビジネスプラン発表会等登壇支援」等により、中小企業の地域資源等を活用

した新事業の取組を支援する。

③ 新事業創出サポート事業

アシスタントコーディネーター（２名）がコーディネーターと連携した事業進捗管理・

事務支援等を行い、相談機能を強化する。

(2) 農商工連携推進事業

農商工連携を推進する体制を整備するとともに、農商工連携で開発された製品の販路開拓

のため、各分野のバイヤーやコンサルタントを招き、商品開発・改良のアドバイスを受ける

求評会及び面談会を開催する。

（事業イメージ）

○新出会い応援！県内就職サポート事業（労働政策課 地域雇用対策室） ３７百万円
若年者等の県内への就職を促進することにより、県内企業の産業人材の確保を支援し、県内

産業の活性化を図る。

(1) 県内企業インターンシップ等推進事業

大学生等に県内中小企業の魅力をより理解してもらうために、県内企業等におけるインタ

ーンシップ支援や県内企業見学会（バスツアー）、県内企業の紹介サイトの運営、県内中小

企業の採用力強化のためのセミナーの開催等を実施する。

(2) 県内就職説明会開催事業

若年者等と県内企業との出会いの場を提供するため、県内６会場（宮崎、都城、延岡、日

南、小林、日向）において、県内企業を集め、就職説明会を開催する。

(3) 雇用推進員設置事業

各地域の地場企業等に対する情報収集・提供や雇用の掘り起こし、就職説明会の周知等の

ため、宮崎・日南・都城・延岡の各就職相談支援センターに雇用推進員を配置する。

・総合相談窓口運営事業

・新事業創出サポート事業

・新事業活動支援事業

・新事業創出サポート事業

・農商工連携推進事業

・総合相談窓口運営事業
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改「花旅みやざき」プロジェクト推進事業（観光推進課） ６百万円
年間を通して観光客がいつでも好きな季節に足を運び、花を楽しみながら観光地や地域の文

化に触れる旅「花旅みやざき」を推進することにより、県内外からの誘客を図る。

(1) 花旅みやざきパンフレットの作成

花の名所や周辺情報などを掲載したガイドブックを作成し、通年で花の宮崎の情報を発信

する。

(2) 花旅みやざきスターティングイベントの実施

花旅みやざきのスタートを盛り上げるとともに県内外に広く周知を図るため、スターティ

ングイベントを実施する。

(3) 花とみどりのみやざきづくりコンクールの実施

県内全域を対象として、花を用いたおもてなしが活発な観光地等の事例を広く募集し、コ

ンクールを実施する。

○改宮崎恋旅プロジェクト推進事業（観光推進課） １０百万円
若い世代の女性を対象に、「恋」や「愛」にちなんだ数々の観光スポットを活用した観光誘

致の取組を実施することにより、恋旅ブームの創出を図る。

(1) 宮崎恋旅スイシン委員会の設置

ターゲット層をメンバーとした委員会を設置し民間主導で恋旅プロジェクトを検討・実践

する。

(2) 宮崎恋旅ＰＲ事業

① 民間企業と恋旅のコラボレーション事業

② メディア活用集中ＰＲ事業（旅行情報誌等広告掲載）

③ 恋旅サイトの情報更新

(3) 宮崎恋旅プロジェクト推進事業

① 恋旅商品造成支援事業

② 宮崎恋旅キャンペーン事業

(4) 宮崎恋旅誘客対策促進強化事業

メディア等での取り上げや口コミでの拡がりが期待できる取組を行うことにより「宮崎恋

旅」の認知度を高め、誘客の促進及びリピート化を狙う。

○改波旅プロジェクト推進事業（みやざきアピール課） ３百万円
本県は、南北４００kmの海岸線を有しており、サーフィ

ンやダイビングをはじめとするマリンスポーツに適した環

境である。

この全国トップクラスのマリンスポーツ環境を生かし、

サーフィン観光の受入体制の整備を促進するとともに、全

国に対する情報発信を行うことにより、サーフィンをはじ

めとするマリンスポーツを活用した観光振興を図る。

(1) 地域別推進会議や団体等の受入体制整備の取組に対す

る支援

地域別推進会議や団体等が行う波旅受入体制の整備に

かかる取組、サーフィン等のマリンスポーツを活用した

観光振興の取組等に対して支援を行う。

(2) 本県のサーフィン等のマリンスポーツ環境の全国に対する情報発信

県内のマリンスポーツの体験プログラムの情報を整理するとともに、本県のマリンスポー

ツ環境を各種観光資源と絡めて全国に向けて情報発信を行う。
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○新古事記編さん１３００年記念「日向神話旅」推進事業（観光推進課）１０百万円
古事記編さん１３００年（平成２４年）を契機に、県内外に対して集中的に情報発信を行う

とともに、「日向神話旅」のルート開拓など日向神話の魅力を総合的に発信する取組を行う。

(1) 県民への情報発信事業

神話にゆかりのある著名人を招き県民を対象にしたシンポジウムを開催する。

(2) 県外への情報発信事業

① 首都圏における「古事記神話旅シンポジウム（仮称）」の開催

② 首都圏の大学等との連携による日向神話を題材にした一般向け教養講座の実施

③ ＰＲ効果の高い雑誌とタイアップしたＰＲの実施

(3) 三県連携事業

① 島根県、奈良県が主催するイベントに対してブース等を出展

② (2)の①で行うシンポジウムに島根県、奈良県の両県知事を招いての３県知事によるパ

ネルディスカッション等の実施

(4) 「日向神話旅」ルート開拓事業

主にシニア層をターゲットにテーマ設定を行い、テーマに沿ったルート開拓を行う。

○改「オールみやざき営業チーム」活動強化事業（みやざきアピール課）４３百万円
本県のさまざまな魅力を官民が束になって情報発信していく「オールみやざき営業チーム」

について、今後さらにその活動を強化し、本県のイメージアップ及び販売促進活動の活性化を

図っていく。

事業の実施に当たっては、不特定多数をターゲットにした多数の宮崎ファンの獲得と、特定

少数をターゲットにして一緒に宮崎のＰＲや販促を行ってもらう熱心な宮崎ファンの獲得を両

輪として取り組んでいくことにより、総合的な営業活動を展開する。

(1) 営業チーム活動経費

県の広告塔として新たに決定したシンボルキャラクターを活用したＰＲ活動を行う。また、

民間企業との共同作業（コラボレーション）による県外でのプロモーション活動を行う。

(2) 営業チーム活動支援経費

民間・行政等の既存の枠組みを越えて一体となった取組を進めるため、情報誌やポスター

など、営業活動に必要なツールを作成する。
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○新中山間地域産業振興センター（仮称）設置事業（中山間・地域政策課）
１０百万円

人口減少や高齢化の急速な進行、基幹産業の低迷や雇用環境の悪化等、大変厳しい状況にあ

る中山間地域の活性化を促進するため、中山間地域産業振興センター（仮称）を設置し、常駐

コーディネーターによるワンストップ対応窓口において、地域の持つあらゆる資源を活用した

多様な産業おこしの取組を支援し、関係機関の連携のもと円滑かつ積極的な産業振興を図る。

(1) 地域特産品の開発・販売についての取組を支援

(2) 古民家、廃校等を活用した起業の取組を支援

【事業のイメージ】

○新県営林適正管理事業（環境森林課 みやざきの森林づくり推進室) ８６百万円
県営林の境界が不明確な森林において、管理に必要な正確な情報を把握するため、ＧＰＳを

活用して、境界確定や県営林の収穫向上につながる森林資源情報の精度向上を図るとともに、

雇用・就業機会の創出を図る。

(1) 県営林の境界が不明確な山林の境界線のＧＰＳ測量（６００ｈａ）及び境界杭の設置

(2) 電子測量データの図化及び森林ＧＩＳシステムへの入力

(3) 間伐材利用を含めた収益の確保向上を図るための森林の生育状況調査

(4) 森林の生育状況調査の取りまとめ

【地域特産品の開発・販売を支援】 【古民家、廃校等を活用した取組を支援】

「宮崎県中山間地域産業振興センター」

コーディネーター

・古民家等を活用し、農林水産業
や伝統芸能等の地域資源と連携し
た新たな宿泊プラン等を提案

・廃校施設を活用した企業活動や
地域づくり等の取組を情報収集・
提供等することにより支援

県食品開発センター
支庁・農林振興局

商工会、民間団体等

連 携

・農林水産物等を利用した加工品の開
発、その販路開拓や拡大を支援

・捕獲鳥獣の利活用について、流通の
実態把握、新商品開発の支援、マーケ
ティングに基づく新たなビジネスモデル
の提案を実施
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新低コスト林業新作業システム構築事業（森林経営課） ３百万円
新たな高性能林業機械の効率的な活用システムの実証に取り組み、本県の特性に適合した低

コスト作業システムとして構築し、普及・定着を図る。

(1) 新作業システムのデータ収集・分析

現在、新システムを実践している地域に加え、他の地域においても同システムのデータ収

集・コスト分析等を行う。

(2) 新たな高性能林業機械の改良

新システムの効率性や安全性を確保するため、機械の改良を行う。

(3) 報告書の作成

収集・分析されたデータを普及・研修に活用できる報告書にまとめる。

(4) 研修会の開催

報告書をもとに現地研修会を開催する。

椎葉県有林内で実証に取り組んでいる多機能型スキッダ

○新林業技術者・技能者育成加速化事業（森林経営課） １２百万円
森林経営計画を策定し森林施業の実行・監理等を行う森林施業プランナーや、丈夫で簡易な

森林作業道を作設するオペレーター、低コスト素材生産を実行する現場技能者を養成する。

(1) 森林施業プランナー育成事業

森林施業プランナー研修企画委員会の開催や育成研修及び個別指導を実施する。

(2) 森林作業道作設オペレーター育成事業

森林作業道の現地検討会を開催する。

(3) 低コスト素材生産人材育成事業

不整地運搬車運転技能講習及び安全講習を実施する。

森林施業プランナー育成研修 森林作業道現地検討会
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改基幹林業作業士養成事業（森林経営課） ６百万円
林業就業に必要な免許・資格の取得研修に加え、低コストで効率的な森林施業技術について

の研修を実施することにより、本県の林業生産をリードする人材を養成する。

(1) 林業架線作業主任者研修事業

林業架線作業主任者免許講習を実施する。

(2) 林業技術資格取得等研修事業

はい作業主任者技能講習や小型移動式クレーン運転技能講習、労働安全講習、高性能林業

機械オペレーター講習、低コスト森林施業技術研修等を実施する。

林業架線作業主任者免許講習 高性能林業機械オペレーター講習

○新コンテナ苗利用・生産促進事業（森林経営課） １百万円
低コスト林業に有効なコンテナ苗による植栽を促進するため、コンテナ苗による植栽や、新

たなコンテナ苗の生産を支援することにより、コンテナ苗の生産拡大と価格低減を図る。

(1) コンテナ苗利用促進

国の補助事業でコンテナ苗の植栽を行う場合に、通常苗による植栽との森林所有者の負担

額の差額を助成する。

コンテナ苗 コンテナ苗の植栽

(2) コンテナ苗生産促進

新たにコンテナ苗を生産する場合に、生産資材に対して助成を行う。

生産資材 育苗状況
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改森林の仕事担い手確保促進事業（山村・木材振興課） ２２百万円
も り

就業相談会の開催による新規就業者の確保や｢緑の雇用対策｣の研修修了者及び再参入者を雇

用した林業事業体への奨励金の交付、伐採等の技術に優れた個人や労働安全等の模範となる事

業体の表彰により、就業者の定着と育成を促進する。

(1) 森林の仕事新規就業促進事業

新規就業希望者に対する就業相談会（森林の仕事就業ガイダンス）の開催

(2) 森林の仕事就業定着促進事業（補助率 定額）

緑の雇用事業の研修修了者及び林業経験のある再参入者を雇用した事業体への奨励金交付

(3) 森林の仕事技術向上促進事業

伐採等の技術に優れた個人や労働安全、雇用改善等の取組の模範となる事業体の表彰

森林の仕事就業ガイダンス 伐採作業状況

○新中核となる認定林業事業体育成事業（山村・木材振興課） １６百万円
「認定林業事業体」のうち、一定量の素材生産や雇用の拡大を計画し、その実現に取り組む

事業体を「中核認定事業体」として認定し、計画達成に必要な事業量確保等に要する経費や高

性能林業機械の導入経費を支援する。

(1) 事業体経営基盤強化事業

（補助率 １／２）

「中核認定事業体」が取り組む改善計画

実現に向けた事業量確保等に要する経費を

支援

(2) 雇用拡大促進事業（補助率 定額）

規模拡大に伴い増加した雇用者の社会

保険料について、既存の就労条件整備事

業補助金に上乗せして支援

(3) 生産性向上促進事業（補助率 １／３）

素材生産量と生産性を高め、低コスト

林業の実現に必要な高性能林業機械につ

いて、増産率に応じて購入経費を助成

目
標

経営基盤強化・雇用拡大・高性能林業機械の導入

・５年後の生産量を２０％以上増産
・生産量の増加に見合う就業者の雇用の増加
・通年雇用や社会保険の適用など労働条件の整備

中核認定事業体

計画を達成す
るための支援
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新儲かる農業を支える「みやざきブランド力」強化対策事業
（農政企画課 ブランド・流通対策室）１２百万円

みやざきブランドの裾野の拡大や、“みやざきならでは”の新戦略の展開並びに「安全・安

心の確保」に向けた取組の強化等に努めることにより、本県農畜産物のブランド力の向上を図

り、儲かる農業の実現を目指す。

(1) オールみやざき商品ブランド拡大推進事業（補助率 １／２）

新たな商品や産地に対応した「商品ブランド認証制度」の再構築

新たな認証制度に対応する産地取組の支援

(2) みやざきブランドオリジナル戦略構築事業

① 栄養・機能性成分分析技術確立事業（補助率 １／３）

新たな栄養・機能性成分に対応した分析体制の構築及びデータ蓄積

優位な栄養・機能性成分の含有量向上に向けた栽培技術の開発

② 「健康」や「環境」に着目した販売戦略展開事業（補助率 １／２）

栄養・機能性成分や環境貢献を打ち出した表示販売

(3) 安全・安心トップランナー産地育成事業

① 残留農薬分析体制維持強化事業

新規登録農薬に対応した分析技術の確立

② ブランド産地ＧＡＰ導入推進事業（補助率 １／２）

安全・安心をより一層促進するための農業生産工程管理（ＧＡＰ）の導入推進

(4) ブランド推進体制再構築事業（補助率 １／３）

ブランド推進地域本部の推進体制の強化
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新卸売市場による産地育成推進事業（農政企画課 ブランド・流通対策室）
５百万円

本県の卸売市場は、県産青果物の５割弱の流通を担っており、生産・消費両面で地域社会の

重要なインフラとしての機能を有している。特に、産地市場としての役割が大きい本県卸売市

場では、生産者の安定的な所得を確保できる販売体制の構築が最重要課題である。

一方で、高齢化等の課題を抱えている市場出荷者の中には、量的・質的な面で実需者のニー

ズに対応できていない例も散見され、全体として販売は低迷傾向にある。

そこで、需要情報に精通している卸売市場と市場出荷者が連携して産地形成・安定販売に取

り組むことにより、「卸売市場の経営安定」と「本県農業の裾野を含む幅広い農業者の経営安

定」という「ウィン－ウィン」の関係を実現するとともに、オールみやざきでの「みやざきブ

ランド」の確立を目指す。

(1) 生産者と卸売業者が連携した産地づくり（補助率 １／３
※
）

(2) 実需者等の要望に対応した販売体制づくり（補助率 １／３
※
）

(3) 安全・安心な農産物生産に向けた取組（補助率 １／３
※
）

※第９次宮崎県卸売市場整備計画に即した取組である場合は１／２以内
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新新規就農者育成・確保強化事業(地域農業推進課） ８８９百万円
新たな国の事業である「青年就農給付金」の円滑な給付とともに、就農準備のための研修の

充実・強化、及び独立・自営就農から定着に向けた支援を行い、着実な新規就農者の確保を行

う。

また、就農した者に対し更なるステップアップのための講座を実施し、「儲かる農業」に果

敢に挑戦する意欲ある農業者の育成を図る。

(1) 青年就農給付金事業

① 準備型：農業大学校や先進農家等で研修を受ける期間中に１５０万円／年・人を給付

② 経営開始型：原則４５歳未満の独立・自営就農者に対して１５０万円／年・人を給付

(2) 就農準備支援体制強化事業

① みやざき農業実践塾（基礎体験コース及び経営実践コース）の実施

② 先進農家等受入研修の実施

③ 研修相談から研修斡旋、就農までをトータルコーディネートする相談員の設置の支援

(3) 農業者リカレント研修事業

① 新規就農者を対象にした実践力強化研修の実施

② 個別（家族）経営体を対象にした経営発展のための研修の実施

就農準備 就農開始 経営確立

準備型

農業大学校や先進農家等で研修中に
給付

経営開始型

原則４５歳未満の独立・自営就農者に
給付

青年農業者等育成センター（農業振興公社）の体制強化

・研修相談から斡旋、就農までをトータルコーディネートする相談員の設置

就農準備強化
・みやざき農業実践塾
・先進農家等受入研修

ステップアップ
農業者リカレント研修

取組の円滑化

青年就農給付金

経営定着・安定
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新優良農地継承・フル活用推進対策事業（地域農業推進課 連携推進室）
２２３百万円

農地の利用集積及び耕作放棄地対策の一体的な取組による、農地の継承とフル活用を推進する

ため、各地域に優良農地再生のための体制を整備するとともに、口蹄疫埋却地等を含む優良農

地の面的集積等への助成や耕作放棄地の再生整備等を支援する。

(1) 優良農地集積活動促進事業（補助率 国１／２ 県１／２、国定額、県定額、県１／２）

① 農地利用集積体制整備事業

農地の面的集積や耕作放棄地の活用を強力に推進するため、県コーディネーターや農地

推進員を設置するとともに、地域コーディネーターの活動を支援

② 地域農業マスタープラン作成事業

集落や地域の話合い活動に基づき、地域の中心となる経営体への農地等経営資源の継承、

担い手の育成など地域農業のあり方等を記載した「人・農地プラン」の作成を支援

(2) 農地利用集積加速化事業（補助率 国定額、県定額、県３／１０）

「人・農地プラン」に位置づけられた担い手への農地の集積を支援

① 優良農地フル活用推進事業

農地の集積や畜産から耕種への経営転換等を図る者に対し、集積協力金等を助成

② 集積農地活用整備事業

経営体の規模拡大に必要な農業機械や施設等に対する融資残について支援

(3) 耕作放棄地再生支援事業（補助率 国１／２、県１／３）

① 再生整備事業

農地保有合理化事業を活用した耕作放棄地の再生整備を支援

② 営農継続支援モデル事業

優良農地の遊休化を防止するため、集落等による管理耕作(最長２年間)を支援

【集落や地域単位に策定】

①再生整備事業
農地保有合理化事業を活用した再生整備
支援

②営農継続支援モデル事業
最長２年間の集落等による管理耕作を支援

★県コーディネーター
（農業振興公社）

農業委員会やＪＡ等との連携、研修会等

①優良農地フル活用推進事業
農地集積協力金等の交付

②集積農地活用整備事業
農業機械・施設等に対する融資残補助

★地域コーディネーター
（JA等農地利用集積円滑化団体）
農地の権利設定等

支援

★農地推進員（市町村）
農地やハウス等の経営資源情報
の収集等

(1) 優良農地集積活動推進事業

(2) 農地利用集積加速化事業 (3) 耕作放棄地再生支援事業

人・農地プランに基づく支援

人・農地プラン

★担い手の明確化 ★農地等の経営資源の継承先 ★生産振興品目や６次産業化など地域農業のあり方

【農地の面的集積や耕作放棄地の活用を強力に推進】

体制整備

耕作放棄地の解消農地の利用集積

① 農地利用集積体制整備事業

② 地域農業マスタープラン作成事業
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新畑かんで進める地域農業再生事業（農村計画課 畑かん営農推進室） ２６百万円
口蹄疫からの再生・復興を目指す児湯地域を中心に、畜産と耕種のバランスのとれた産地構

造への転換を進めるため、本県の畑地帯で整備が進められている「畑地かんがい」を活用した

新しい営農技術の確立と普及体制の強化を図り、収益性の高い安定した畑かん営農を地域で普

及・実践することにより、畜産から耕種への転換や農地の有効活用を促進する。

(1) 新畑かん営農技術確立事業

畑地かんがいを活用した輪作体系の確立や大型機械化営農に対応した散水作業の省力化の

実証等を通じ、新しい畑かん営農技術を確立する。

(2) 畑かん営農普及体制確立事業

「畑作営農改善協議会」等を中心に畑かんマイスター制度の創設や技術マニュアルの策定

等を行い、地域が一体となった普及・推進体制の強化を図る。

○新畑かん営農技術確立事業

試験ほ場等での畑地かんがい用水を活用した新しい
畑かん営農技術を確立し、その成果を地域で実践

○収益アップを図る水利用技術の確立
・作物毎の水利用技術の実証と経営評価

○水を活用した新たな輪作体系の確立
・適期作付けで実現する効果的な作物の組合せによる輪作体系の実証
（年間２作以上の輪作体系、連作障害に対応した輪作体系の実証）

○大型機械化営農に対応した作業の効率化・省力化の実現
・自走式散水機による散水作業の効率化・省力化を実証

○畑かん営農普及体制確立事業

行政、土地改良区、ＪＡ等で構成される「畑作営農改善協議会」等を
中心とした地域一体となった畑かん営農推進体制の確立

○畑作営農改善協議会による普及活動

○畑かんマイスター制度の創設など、
農家の参画による効率的・効果的な

普及・啓発
○『技術マニュアル』や『推進方針』等の
策定、作付け実態調査の実施

○畑かん推進大会による農家や県民へ
の普及・啓発

新
た
な
畑

か
ん
営
農
技

術
の
実
践
と

確
立

大
規
模
経
営
体
の
育
成
に
よ
る
農
地
の
有
効
活
用

畜
産
か
ら
耕
種
へ
の
転
換

【自走式散水機の散水状況】

農
業
経
営
の
安
定

耕
畜
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
地
域
の
再
生

【畑かん技術マニュアル（案）】
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改農商工連携による多様な水産物販売モデル育成事業（水産政策課） ３百万円
本県水産業は、漁獲量の減少、魚価の低迷、さらには燃油高騰等により収益率が低下するな

ど厳しい経営を強いられている。

第５次宮崎県水産業・漁村振興長期計画では、「儲かる水産業の実現」を目標とした施策の

展開を進めることとしているが、その実現には、魚価の向上が非常に重要な要素となる。

このため水産物流通の中核を担う市場機能を強化するための見直しや、生産者、加工業者な

どの連携による新たな加工品開発等の取組を支援することにより、多様な水産物の流通・販売

体制の構築を図る。

(1) 多様な流通・販売支援事業

流通拠点としての市場機能強化の取組や、水産物の輸出可能性調査といった流通体系の多

様化に繋がる取組を支援する。

(2) 多様な商品開発支援事業

漁業者と水産加工業者の組織化と連携体制づくりを指導し、その連携による新商品づくり

の取組を支援する。

(3) 新たな流通販売等取組指導事業

コーディネータなどの専門家による新たな流通販売や新商品づくりの助言・指導を実施す

る。

○新漁業経営安定対策資金（水産政策課） ２５０百万円
燃油や養殖用配合飼料の高騰対策である国の漁業経営セーフティーネット構築事業への漁業

者加入を促進し、漁業経営の安定を図るため、業界が創設する漁業経営安定基金（仮称）の運

営を支援する。
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新日本一のチョウザメ産地形成促進事業（水産政策課） ２百万円
チョウザメの卵の塩漬けはキャビアとして広く知られるが、乱獲により天然チョウザメが急

激に減少していることから、養殖キャビアの需要が高まっている。

しかし、チョウザメの種苗生産が技術的に困難なことから養殖キャビアの生産量が少ない状

況にある中で、本県では、平成２３年度に種苗生産技術が確立したことから、今後のチョウザ

メ養殖の産地形成に大きな期待が寄せられている。

このため、新規着業者の確保やチョウザメ養殖の振興に係る取組を支援することにより、安

定的なチョウザメ養殖生産体制を構築する。

(1) 新規着業者確保対策事業

新規着業者の掘り起こしや新規着業に向けた養殖技術の指導及び経営開始への支援を行う。

(2) キャビア等の販路開拓等促進事業

キャビア等の効率的な販売体制を構築するための品質向上や販路開拓等に係る指導及び養

殖グループの取組への支援を行う。

（目標）「日本一のチョウザメ産地の確立」（30億円以上の新産業創出）

チョウザメ養殖を通じて中山間地域全体の活性化

～異業種（企業等）～ ～住民（市町村民）～ ～商工・観光業～
・養殖参入で新事業創出 ・地元で就業 ・観光資源、特産品化で
・製品販売で収入確保 ・新たな所得の確保 集客増、収入アップ

養殖生産の流れ

キャビア加工・販売
種苗生産 養 殖

(水試：5万尾) (3年後：雌雄判別、7～10年後：採卵)
魚肉加工・販売

振興に必要な施策（本事業）

新規着業者の発掘 長期飼育に要する高コストの軽減 キャビア・魚肉の販売
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○改「みやざき地頭鶏」販売力強化事業（畜産課） １７百万円
みやざき地頭鶏は、中山間地域の所得確保や地域産業・観光面で大きな効果を上げ、本県の

重要な産業となっているが、商品としての斉一性や安定販売の面で大きな課題が残されている。

そこで、「みやざき地頭鶏」の生産・販売面での不安定性を解消するため「みやざき地頭鶏

事業協同組合」の体制及び指導力の強化により生産農家の所得の安定化を図る。

(1) 指導力強化対策

生産農場への技術指導の徹底により、肉質の斉一化を図る。

(2) 販売力強化対策

販促活動を強化し、安定した取引に向けた多様な販売ルートを構築する。

(3) 組織体制強化対策

事業協同組合の組織体制を強化し、関連事業の円滑な推進を図る。

(4) 素ひな安定供給対策

県畜産試験場での原種鶏の維持増殖及び素ひなの安定供給を図る。

（効果）技術向上による肉質の斉一化と販売先の確保による経営の安定化

（現状）全国第４位の生産量を誇る銘柄地鶏であり、観光面でも大きな効果
を上げているが、生産・販売面で不安定性が残っている。

（課題）生産農場毎に技術レベルの差があり、品質にバラツキが見られる。
販売面では景気動向に左右されやすく、不安定な経営状況にある。

連携強化

みやざき地頭鶏事業協同組合

○組織体制強化対策
事業協同組合による指導体制の一元化

○指導力強化対策
生産農場への技術指導による品質の斉一化を図る。

○販売力強化対策
販促活動を強化し、安定した取引に向けた多様な販売
ルートの構築を図る。

畜試川南支場

○素ひなの安定供給対策
みやざき地頭鶏の原種鶏の
維持増殖及び素ひなの安定
供給を図る。

ネット販売

新規開拓・商談

みやざき地頭鶏

指定店等ニーズ調査

フェア・ＰＲの開催

種鶏素ひなの安定供給

県内３ひなセンター

生産農家への素ひなの安定供給

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新油津港利用促進支援事業（港湾課） ７百万円
日南市が事業主体として実施するタグボート回航費に係る助成事業に対して補助を行い、県

市一体となって、地元発生貨物の油津港利用や国際・国内クルーズの誘致活動等の促進を図る。

大型客船の接岸を補助するタグボート（写真手前）
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

③ 将来の産業展開に向けた取組

○改東九州メディカルバレー構想 医療機器産業拠点づくり事業（工業支援課）
９百万円

「東九州メディカルバレー構想」に掲げる４つの拠点づくりのうち、県内における「医療機

器産業の拠点づくり」の取組を具体化するために医療機器産業研究会の活動を支援し、医療機

器産業の集積促進を図る。

また、構想を推進するため、推進会議の開催や構想のＰＲを行う。

(1) 医療機器産業研究会の活動支援

地場企業の医療機器産業への参入を促すために、産学官で組織された医療機器産業研究会

の活動として、勉強会の開催や展示会への出展等の支援を行う。

(2) 参入支援コーディネーターの設置

医療機器産業研究会の活動を支援する参入支援コーディネーターを設置する。

(3) 専門アドバイザーの招へい

薬事法や業界の事情に精通したアドバイザーを招へいし、薬事法に関するセミナーや個別

相談会を実施する。

(4) 構想推進会議の開催等

構想推進会議の開催など、産学官が連携して構想を推進するための調整等を行う。

（事業イメージ）
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○改ソーラー・半導体関連産業集積促進事業（工業支援課） ７百万円
本県の基幹産業となるソーラー関連産業（太陽光発電・太陽熱利用）及び半導体関連産業に

関して、県内企業の関連産業への参入、研究開発の促進及び産業人材の育成のため、太陽電池

関連産業振興協議会の運営を行うとともに、企業の販路開拓を支援する。

(1) 太陽電池関連産業振興協議会分科会事業

県内外の企業、宮崎大学、高専等で構成する太陽電池関連産業振興協議会の分科会におい

て、企業の参入支援、研究開発、人材育成の事業を実施する。

(2) ソーラー・半導体関連企業販路開拓支援事業

県内企業の販路拡大のため、ソーラー・半導体関連産業企業の訪問調査等を行う職員を配

置し、企業情報を掲載したパンフレットを作成するとともに、太陽電池関連の展示会へ出展

する。

○新食品産業新事業創出促進事業（工業支援課） ８百万円
本県の豊かな農林水産物等の地域資源を活用した新商品開発等により、食品産業の活性化を

図るため、食品企業への巡回相談や支援策等のＰＲ、セミナー等を実施する。

(1) 食品企業巡回相談・支援策等の情報発信

調査員が県内食品企業を巡回し、商品開発・販路開拓等に関する助言や支援策のＰＲを行

うとともに、地域資源を活用した食品関係の成功事例等を調査し、事例集を作成する。

(2) 新事業創出セミナー等の開催

地域資源活用による優良事例の紹介や専門家によるアドバイス、食品開発センターによる

加工技術相談等を行うセミナーや、素材提供者と食品加工業者を結びつけるマッチング会を

開催する。

集光型太陽光発電装置 展示会（ＰＶ九州）

新事業創出セミナー 食品産業マッチング会
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新ものづくり海外販路開拓支援事業（工業支援課） ９百万円
中国など成長著しいアジア市場を取り込み、本県のものづくり産業の活性化を図るため、海

外販路開拓に関するニーズの掘り起こし・情報提供・啓発を行うとともに、海外の展示会出展

を支援する。

(1) 海外販路開拓支援アドバイザー設置事業

県内ものづくり企業を巡回し、海外販路開拓に関する具体的なニーズの掘り起こしを行う

とともに、アドバイス・情報提供・啓発を行う。

(2) 海外販路開拓支援セミナー開催事業

ものづくり企業の海外販路開拓への理解を深めるため、海外市場の動向や海外取引を行っ

ている企業の成功事例、具体的な商取引など海外販路開拓に関する情報等についてのセミナ

ーを行う。

(3) 海外展示会出展支援事業

海外市場における販路開拓のため、海外の展示会において宮崎県のブースを設け、県内も

のづくり企業の製品について展示・商談を行うとともに、展示会出展後、報告会を開催する

など県内企業への情報提供・啓発を行う。

○新ＩＣＴスペシャリスト養成事業（商業支援課） ２百万円
民間人材育成機関やＩＣＴ企業が共同で企画・実施する在職者向け研修に助成することによ

り、新技術や業務管理に戦略的に対応できる人材を養成する体制を整備し、本県ＩＣＴ産業の

振興を図る。 ※ＩＣＴ・・・Information and Communication Technology

(1) 補助対象研修

各専門分野に関して高度な知識を有する技術責任者や各種プロジェクトの管理者、システ

ム開発に関して応用的知識・技術を有する担当者等を養成する研修

(2) 補助率

研修に係る経費の１／２以内

海外販路開拓支援セミナー 海外展示会への出展

民間人材
育成機関

ＩＣＴ企業

コール
センター

企
画
・
実
施

県

助
成
･
支
援

・リーダー向け研修

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修

・スキルアップ研修

ＩＣＴスペシャリスト
養成

県内ＩＣＴ産業の振興

高度ＩＣＴ技術者の
育成・確保

ＩＣＴ産業の
集積促進
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新ＩＣＴ即戦力養成事業（商業支援課） ８３百万円
民間人材育成機関等が失業者・学卒未就職者等を雇用し、ＯＪＴを含む８か月間の研修を実

施することにより、県内ＩＣＴ企業が求めるスキルを有した即戦力の人材を養成し、本県ＩＣ

Ｔ産業の振興を図る。

(1) 座学研修

ビジネスマナー、プログラミング、ネットワークの基礎等、ＩＣＴ分野に係る基礎的技術

の習得を図る。

(2) ＯＪＴ

ＩＣＴ企業で実際に業務に従事することにより、企業が求める実務に必要なスキルと経験

の習得を図る。

○改コールセンター人材養成強化事業（商業支援課） ６百万円
県内の求職者に対する研修を実施するとともに、各種メディアを活用した広報を行うことで、

今後多くの雇用が見込まれるコールセンターの即戦力となる人材を確保する。

(1) コールセンター就職支援研修

コールセンターへの就職を希望する求職者に対し、業務に必要なコミュニケーションスキ

ルの取得やパソコンの基礎操作、就職支援等の研修を実施し、即戦力となる人材を養成する。

(2) 広報事業

各種メディアを活用した広報や普及啓発ＤＶＤを作成することで、若年層を中心とした人

材を発掘し、コールセンターが求める人材の確保に努める。

求
職
者
等 ・コミュニケーションスキルの取得

・基本的なパソコン操作
・就職支援等

コールセンター
就職支援研修

・各種メディアを通じた広報
・普及啓発ＤＶＤの作成
（県内の学校、ハローワーク等に配布）

広報
事業

コールセンター
人材の確保

企業立地の
促進

民間人材育成機関等
失
業
者
・
学
卒
未
就
職
者
等

ＩＣＴ即戦力養成研修

雇
用

座学研修
・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ
・文書・表作成
・ﾈｯﾄﾜｰｸ基礎

等

ＯＪＴ

県内ＩＣＴ産業の振興

ＩＣＴ人材の
確保

就
職

ＩＣＴ企業の
集積促進

Ｉ
Ｃ
Ｔ
企
業
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○東九州自動車道整備促進 ２，３４４百万円

○東九州自動車道用地対策事業（高速道対策局） ５０百万円
西日本高速道路株式会社から用地取得事務を受託し、東九州自動車道の用地取得を円滑

に進め、当路線の早期完成を図る。

○直轄高速自動車国道事業負担金（高速道対策局） ２，２９４百万円
国が実施する東九州自動車道における直轄高速自動車国道事業（新直轄事業）の整備に

要する事業費の一部を負担し、当路線の整備促進を図る。

○改宮崎県物流効率化支援事業（総合交通課） ２５百万円
陸上トラック輸送から県内港発着の海上定期航路又は県内駅（延岡駅のみ）発着の貨物列車

にシフトした貨物や、企業立地等により新たに発生した貨物で、これらの輸送機関を利用する

ものに対して補助を行うことにより荷寄せを促進する。

(1) 補助対象者

荷主及び運送事業者

(2) 補助額

事業期間（年度内の任意の６か月間）内に輸送した対象貨物の量に応じた額

【事業のイメージ】

輸送の協議

荷 主 船会社

運送事業者 JR貨物

輸送の提供

申請 補助

県
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○細島港整備事業（多目的国際ターミナルふ頭整備）（港湾課） ３００百万円
企業の進出や事業拡大に伴い、細島港を利用する貨物の増大が見込まれており、国が行う船

舶の大型化等に対応した大型岸壁の整備に併せて、県が背後用地を有効に活用するために、ふ

頭の整備を実施する。

○細島港整備事業（コンテナターミナル整備）（港湾課） ３００百万円
細島港は、県内立地企業のコンテナ取扱量の大幅な増加が予想されていることから、効率的

で安全な荷役作業を目的として、ガントリークレーンの増設（１基）を行う。

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

既設ｶﾞﾝﾄﾘｰ

ｸﾚｰﾝ

ｶﾞﾝﾄﾘｰ

ｸﾚｰﾝ増設
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2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新「チームみやざきスギ」県外セールス強化事業
（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室） １２百万円

「チームみやざきスギ」が中心となり、官民が連携して、大口需要者等に対して県産材の営業活動や

品質を揃えた製品を大ロットで共同出荷するなど、多様なニーズに対応できる体制づくりを推進する。

(1) プロモーション推進事業（補助率 １／２）

① 「チームみやざきスギ」推進本部の運営

② 知事のトップセールスの開催

③ 「みやざきスギ」フェア・記念市等への出展

④ 大口需要者視察・意見交換会の開催

(2) 出荷拡大推進事業（補助率 １／２）

① 「実践チーム」安定供給モデル検討会の開催、モデルの提案

② 「実践チーム」安定供給モデルの実施

知事のトップセールス

○新みやざき材東アジア輸出促進事業（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室）
５百万円

「チームみやざきスギ」による韓国への輸出促進や、今後の輸出増が期待される中国など東

アジアへの木材輸出に取り組む県内団体の販路拡大活動を支援し、県産材の安定した出荷先と

しての本格的な輸出を図る。

(1) 「チームみやざきスギ」韓国輸出促進事業（補助率 １／３）

韓国のハウジングフェアへの出展や、韓国建築建材関係者の本県見学会への招へい

(2) 東アジア販路拡大事業（補助率 １／３）

中国など東アジアへの木材輸出に取り組む県内団体が行う輸出促進活動への支援

ハウジングフェアへの出展 県内団体が行う輸出促進活動
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○新口蹄疫復興・海外輸出体制構築モデル事業（農政企画課 ブランド・流通対策室）
９百万円

農産物輸出への意欲・関心を有する産地・生産者を対象に、実際に輸出に踏み出すまでのプ

ロセスを集中的・包括的に支援することにより、モデル的に県内の輸出産地の育成を図る。

なお、モデルケースでは、産地・生産者が県内の輸出業者・輸送業者と連携して取り組む輸

出グループの形成を推進するとともに、コストの削減や輸送品質の向上を促進し、輸出メリッ

トの顕在化を図る。

また、本県における輸出の取組を継続的かつ加速度的に普及させるため、人材育成を積極的

に図り、輸出実務に関する知見を効率的に蓄積し、輸出促進のエンジンを形成する。

(1) 県内産地輸出連携促進事業

① 連携促進事業（補助率 定額）

海外でのニーズ把握、輸出計画の策定、取引リスクの軽減 等

② 直接物流開拓実証事業（補助率 １／２）

試験的輸送の実施や輸出関連施設の使用に対する支援 等

(2) 輸出促進人材育成・活用事業（補助率 定額）

貿易実務に関するエキスパートの養成研修、輸出アドバイザーの確保、バーチャルアンテ

ナショップ
※
の設置 等

※ 本県出身者が開設する海外のレストランなどにおいて調理方法の提案などを通じた

本県農産物の利用の促進を図り、併せてニーズを把握する。

農産物の輸出拡大による本県農家経営の安定

みやざき農水産物
海外輸出促進協議会

現 状

産地

国内市場

仲卸業者

輸送業者

現地輸入業者・量
販店等

輸出業者

商談
輸出の決定

県外業者
(東京、福岡)

商流 物流

農業団体

目指すべき姿

産地
（農業団体等）

現地輸入業者・量
販店等

商流 物流

輸出業者

効 果

産地(農家、JA)自らが輸出の判断を行う
ことにより、

① 産地の経営安定に寄与

② ブランド力・アピール度の向上が期待

県内の輸出業者等を育成することにより、

① 県産農産物への思い入れがあるため、
産地と協調した販路開拓や商談が可能

② 県内発の輸出ルートによる輸送期間の
短縮
（例）本県からシンガポールに輸出

現状 ２１日 → 県内ルート 14日

中間業者の削減により、

① 産地情報や需要情報等についての
産地・実需者間の情報伝達が改善

② 産地に還元される利益の増加
（例） 中間業者の手数料 140％ → ０％

商談
輸出の決定

輸送業者

県内業者

一体的
支援

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）



- 56 -

2(1) 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

○新目指せ６次化！みやざき未来農業創出事業（地域農業推進課 連携推進室）
３５百万円

担い手の減少や農業所得の減少など本県農業をとりまく厳しい状況を打破し、新たな成長産

業化を図るため、農業法人を本県農業の重要な担い手として育成確保するとともに、６次産業

化等を通じて、需要を起点とした生産から加工販売に至る企業間の連携強化や、農業における

新たな価値の創出に向けた農業者のチャレンジを支援する。

(1) 法人経営化フルサポート事業

① セミナーやモデル事例の紹介による農業経営の法人化や他産業からの農業参入支援

② 経営安定化のためのサポート活動

(2) グローバル農業法人育成支援事業

① 農商工連携や６次産業化のワンストップ窓口の設置

② 農業経営多角化に必要なスキルやノウハウを習得するチャレンジ塾の創設

③ 本県農業の強みを生かすための企業との戦略的なマッチング機会の確保

④ 農業分野におけるＩＴ技術応用のための研究

(3) オール宮崎連携体構築促進事業

① 本県農産物や加工品に対する企業等の要望に対して、農業法人やＪＡ系統が連携して

対応できる体制の構築

② 新規農業法人の経営安定のために先輩農業法人が指導・助言を行う仕組みの構築

(4) 農業経営多角化整備支援事業

農業経営の多角化に必要な機械・施設等の整備を支援




